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特集特集 諸外国におけるデジタルサービス改革

インタビュー：
カナダ政府における
デジタル改革 カナダ政府CIO

アレックス・ビネイ
（Alex Benay）

strategy）というものを導入してはいますが、一
貫したガバナンスが存在していません。そのため、
国民は各省庁が提供するサービスにそれぞれ登録し
なくてはいけません。その結果、国民に関する同一
のデータが各省庁にそれぞれ存在しているという冗
長な状態が続いてしまっています。これは各省庁の
間でデータの共有ができていないということになり
ますし、また保有しているデータに関してセキュリ
ティの観点が欠けているという状況です。データは
いまや新しい通貨ともいえます。それだけ国家に
とって重要な資産となり得るのです。ですから、デー
タのガバナンス戦略について今年は注力していきた
いと考えています。

3つ目は行政間でのデータ共有です。カナダの行
政は国、州、市町村という3つのレイヤーになって
います。それぞれが市民に対してサービスを提供し
ているわけですが、大きな国ですのでこれを統合す
るのは大変難しい課題です。3つのレイヤーそれぞ
れにおいて必要なデータを市民からバラバラに受け
取り、サービスやデータの共有ができていないとい
う点が問題になっていると思っています。

――カナダの電子行政にとっての課題、あるいは政
府CIOとして重視する課題は何でしょうか。
ビネイ氏：3つの課題があります。まず1つ目とし
てガバナンスを挙げたいと思います。

カナダ政府では各省庁がそれぞれに技術（≒シス
テム）に対する投資を行って来ました。各省庁が独
自に行うことで、時には同じ技術に対して複数の投
資を行ってしまったり、バラバラな技術を利用して
しまうといったことが発生していました。政府とし
ての一貫した見解が存在していなかったというのが
大きな問題だったと認識しています。全体的なアー
キテクチャ（構造）が存在していないため、構造自
体が市民、つまり利用者中心の視点で考えられてい
なかったことが問題だと思います。年間約60億ド
ルもの技術への投資を行っているのですが、そこに
一貫した戦略がないという点が私たちにとって一番
大きな課題であったと考えています。

2つ目は今年一番焦点を当てていることでもある
のですが、連邦政府の省庁が保有するデータに関わ
る部分です。

政府データ戦略（National government data 

カナダ政府は昨年、IT戦略計画を策定した。現在、同計画に基づくデジタル改革を力強いリーダーシップで
率いているのは政府CIOであるアレックス・ビネイ氏だ。ビネイ氏は、自らビデオブログを開設し、自身の
言葉で改革の進捗状況を定期的に国民（ユーザー）に報告するなど極めて強いメッセージ力を持つリーダー
である。「Government as a platform―プラットフォームとしての政府」を実現しようとするカナダ政
府の取組や課題についてビネイ氏に伺った。

取材・文／増田　睦子

802-0751-P16-20_特集_カナダ政府様.indd   16 2018/04/02   14:08:30



行政&情報システム　2018年4月号   17

これら3つが今抱えている大きな課題といえるで
しょう。

――改革を通じてどのようなことを実現しようとし
ているのでしょうか。また、“Government as a 
platform”という表現をされていますが、「プラッ
トフォームとしての政府」とはどういったイメージ
なのでしょうか。
ビネイ氏：我々は「技術に投資をしてサービスを提
供していく」という戦略を掲げています。カナダ政
府が提供するプラットフォームは共通オープンプ
ラットフォームとしてどのようなデバイスでもサー
ビスでも繋いでいけるものとして存在させたいと
考えています。例えば、モビリティの代表である
車、ウェアラブルなデバイスである時計、また家庭
にあるPC、そして冷蔵庫もデバイスとして存在す
ると思います。それらのデバイスが政府の提供する
プラットフォームと繋がり、またサービスを提供す
るパートナー、例えば旅行サイトのエクスペディア
やアマゾンなどがこのプラットフォームと繋がって
いく。そして同じプラットフォーム内で政府サービ

スも提供できる機能がある。そういった社会的サー
ビスも含めた、国民に提供できるサービス全てを統
合して提供していくプラットフォームを政府が提供
していきたいと考えているのです。例えばパスポー
トの申請や更新手続きもこのプラットフォーム上で
行えれば、旅行業とも繋がって広い範囲でのサービ
ス提供を実現していけるというイメージを描いてい
ます。これを実現するにはよりオープンソースなプ
ラットフォームでなくてはなりませんし、またプラ
グアンドプレイ型、どこからでも繋ぐことができる
ものでなくてはなりません。第三者がこのプラット
フォームに存在しているデータへアクセスできる環
境を実現していかなくてはならないと考えていま
す。

――どのように改革を遂行しているのでしょうか。
ビネイ氏：改革を進めるにあたり、組織文化を変え
ていくというのはとても難しいことだと思っていま
す。ですからできるだけ小さくスタートしていくと
いうことを重要視しています。プロジェクトがス
タートする度に、どういったプロジェクトがスター

写真： ビネイ氏がカナダ政府のデジタル化について語るYouTubeチャンネル
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トするのかということをツイッターやFacebook
を使って共有し、コミュニケーションをとります

（写真）。そしてそのコンセプトを共有するのです。
最初から大きなことから始めようとすると往々にし
て失敗しますので、我々の考え方としては「まずは
小さく始めて、徐々に大きくしていこう」というア
プローチをとるようにしています。これは重要なポ
イントなのですが、こうした小さなプロジェクトに
は、まずは変革を起こしたいという人だけを呼び込
んでいきたいと考えています。変革というものに賛
同できない人までを大きく囲い込んでいこうとする
とやはり失敗の元にもなってしまいますので、まず
はしっかりと意識を同じくできる人とスタートして
いく。小さくスタートし、大きくしていくというの
が我々のアプローチになります。

次に改革の行い方ですが、ガバナンスを効かせる
意味でも政府主導のプロジェクトが行われる場合、
エンタープライズアーキテクチャ・レビューボード
という委員会があり、その中で必ずプロジェクトに
関するレビューを行ってもらうようにしています。
この委員会については法案が採決されたところで
す。エンタープライズアーキテクチャ・レビューボー
ドではプロジェクトがオープンソース化されている
か、またデータ共有をデフォルトで認めているか
どうか、クラウドを使っているのか、あるいはAPI
ベースになっているのか、これがプラグアンドプレ
イという形を実現できるようなアーキテクチャ（構
造）になっているのかというような点について確認
を行い、プロジェクトの承認をとってもらう仕組み
になっています。

――サービスデザイン思考やUXなどの観点は重要
視されていますか。
ビネイ氏：とても重要だと考えています。IT開発（イ
ニシアチブ）というのは時間がかかりがちなもので
す。5年、10年といった時間がかかってしまうも
のだと思います。時間が経過していく中で、国民の
意識を忘れ、共感を失ってしまいます。つまり、最
初は大きく語りかけながら共感を得られるようにス
タートするのですが、その時の熱意を持ち続けられ
なくなってしまうことがあるように思います。そし
て時間が長くなればなるほど、プロジェクトのスケ

ジュールに目がいってしまったり、あるいは契約内
容がちゃんと担保されているかどうかという点に目
がいってしまったりします。そして成果物がちゃん
と出来上がるのかということが重要視されてしま
い、ユーザーである国民を忘れがちになってしまい
ます。そういったことがあってはならないと考え、
100人ほどからなるカナディアン・デジタルサー
ビスというチームを立ち上げました。国民を最優先
に置いた形でデジタルサービスを作り上げていくた
めのチームです。イギリスにおけるGDSと同じ役
割を持った組織になります。プロジェクトのデザイ
ンをする場合もカナディアン・デジタルサービスの
チームでユーザーの要件をヒアリングします。ユー
ザーの情報、つまり市民の個人情報（ソーシャルセ
キュリティナンバーや住所など）を一度登録しても
らったら、サービスが違うから、省庁が違うから、
という理由で市民が何度も同じ情報を登録しなくて
済むような環境を整えるために、このチームが共有
しなくてはならない要件を定義していきます。カナ
ディアン・デジタルサービスは予算を得たばかりの
新しい組織であるため、成功事例はまだありません。
CEOも着任していない段階です※1。現状は米国政
府の18Fや英国のGDSがどのように成功を収めて
いるのかを20名ほどのチームでリサーチしていま
す。

――AIやIoT、ブロックチェーンなどの先端技術は
どのように利用されていますか。
ビネイ氏：ディスラプティブ（破壊的）な先端技術
をいかに使っていくかについては私たちも戦略とし
て重要視しています。様々なサービスやパートナー、
デバイスが政府の提供するプラットフォームに絡ん
できますので、IoTがあってこそ実現できるものだ
と考え、それに基づいてデザインを行っています。
IoTはどんどん成長していく分野ですので、それも
見据えてプラットフォームの開発を行っています。
またブロックチェーンの導入もカナダでは進んでき
ています。トライアルという形ですが、空軍でも使
い始めています。また、オランダとの間ではバイオ
メトリクスを活用した情報共有も実現しています。

※1�インタビュー当時。3月9日に米国18Fの共同創設者で元エグゼク
ティブディレクターを務めたアーロン・スノー氏が就任。
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我々のポリシーを策定していく際にも機械学習を利
用していますし、ビザ申請についてもこうした先端
技術を活用しながらサービス提供が実現できるよう
取り組んでいます。

ディスラプティブな技術で何を実現してきたかに
ついて少し実例をお話したいと思います。

カナダ政府ではソーシャルメディアでの国民の反
応をモニタリングできるようにAIや機械学習を利
用しています。政府の政策を構想していく中で、国
民の反応をソーシャルメディアを利用して吸い上げ
ていくということを行っています。実際にG7の時
もAIを利用して国民がどのような反応をしている
のかをモニタリングしていました。どういったト
ピックを議論すべきなのかという意見をSNSから
吸い上げることも行っておりました。規制などを作
る際にもAIを利用していますし、ブロックチェーン
を使って企業に対して信頼の置けるレッジャー（元
帳）を提供したりもしています。移民局ではビザの
申請にAI技術を活用しています。

――これまでの改革で具体的に何を達成してきたの
か、どのような成果が得られたのか教えていただけ
ますか。
ビネイ氏：改革全体の中で具体的に実現できた点で
すが、まずは法改正を挙げたいと思います。技術活
用、デジタル化を行ったことでそれに合った形で
の法改正も行わなければなりません。カナダには
Access to information Actという法令があるの
ですが、この法律は30年ほど見直しが全く行われ
ていませんでした。国民が政府の持っている個人情
報についてどのようにアクセスできるかということ
を定めた法律なのですが、30年見直しがされてい
ないということはインターネットの存在が考慮され
ていない法律であるということを意味します。そこ
でこの法律をアップデートしていく必要がありまし
た。国が保有している自分自身のデータに国民がよ
りアクセスしやすい環境になるよう整える法改正に
なります。この改正はもうすぐ完了します。

次に、Financial Administration Act（財務管
理法）というものがあり、こちらもまもなく改正
が終了します。CIOの役割がCHR（Chief Human 
Resources）やCFO（Chief  Financial Officer）

と同じくらい重要化されることになります。今まで
はデジタル化はあくまでもバックオフィスを担っ
ていくものであるという位置づけだったのですが、
バックオフィスだけではなく、サービスの提供自体
がデジタル化で標準化されていくのだという動きを
取り入れる法律になります。デジタルを鑑みた形で
の法改正があと数週間で完了されます。

次にガバナンス、法令の準備が整ったことによっ
て実現したサービスをご紹介します。カナダは65
歳になりますとold age security paymentという
ものが提供されることになっています。デジタル技
術を活用できるようになった環境では65歳になっ
た方の約60パーセントが紙での申請を行わずとも
自動的に月次で支払いを受けられるようになってい
ます。というのは、1）政府が国民の情報をしっか
りと管理しており、2）ガバナンスが機能していて、
3）法令が整備されているという3つの条件が整っ
ておりますので、65歳になった段階で個人が申請
をしなくとも自動的に支払いが受けられるようにな
るのです。なぜ60パーセントかと申しますと、あ
えて紙で申請したいという方もいらっしゃいますの
で、難しさが残っており、現時点ではその数字になっ
ています。しかし、将来的には100パーセント自
動的にお支払いできるように取り組みたいと考えて
います。

同じくデジタル化が進んだ例としては、カナダ
では4年に1度国勢調査を行っているのですが、70
パーセントがオンラインで完了できるようになって
います。紙ベースのものをデジタル化しています。

最後にGovernment as a platformに関連する
部分についてご紹介します。カナダでは州ベースで
のデジタルIDを、ブリティッシュコロンビア州など
をはじめとする各州が提供を始めています。各州の
IDを利用して、政府のサービスを受けることも可能
になっています。州のプラットフォーム、政府のプ
ラットフォームが繋がっているからこそ、お互いの
サービスを1つのIDで利用できるようになっている
のです。技術、ガバナンス、法令の準備が整ってい
るからこそできた成功事例になるかと思います。

――政府のプラットフォーム上でのパートナー（第
三者機関）利用による成功事例はありますか？
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アレックス・ビネイ（Alex Benay）
　カナダ国際開発庁、外務・貿易省、天然資源省、
国立図書館・文書館で、さまざまなチームやプ
ログラムのマネジメントに携わった後、2011年
から2014年にかけて、OpenTextの政府業務お
よびビジネス開発の副社長を務め、カナダのデ
ジタル業界でリーダーシップを発揮する。また、
G20、連邦事務局、オリンピック委員会などの
組織においてデジタルへのグローバルな移行促
進にも取り組む。
　2014年、カナダ科学技術博物館社の社長兼最
高経営責任者に就任。
　2017年4月、カナダ政府の最高情報責任者

（CIO）に就任。

ビネイ氏：カナディアン・レベニュー・エージェン
シー（税務署）では第三者が提供するソフトウェ
アを活用し、所得申告を行えるシステムを実現し
ています。国民が申請を行う際、ターボタックス

（turbotax）やイントゥイット（intuit）と呼ばれ
る税務処理ソフトを使って申請をし、自動的に完了
することができるようになっています。

――今後の課題と展望を教えてください。
ビネイ氏：課題として一番大きなことは文化を変え
ていくという点でしょうか。カナダ政府には1万7
千人のコンピュータサイエンティスト、データサイ
エンティスト、情報管理技術者、セキュリティ担当
者が存在する中で、変革を進めていこうと気持ちを
1つにして文化を変えていくことは非常に難しい挑
戦です。今までとは違うやり方を進めていこうとい
う頭の切り替えを行い、文化を作り上げていくこと
は間違いなく大きな課題です。今後の展望としては
オープンソース化を進め、より多くのソリューショ
ンを政府が提供するプラットフォームで繋げていき
たいと考えています。D7と呼ばれる国 （々イギリス、
イスラエル、エストニア、韓国、ニュージーランド、
ウルグアイ、カナダ）では協力してオープンソース
化を進めていますのでより多くの情報共有を行って
いきたいと考えています。オープンガバメントを進
め、データをリリースし、より多くのパートナーが
このプラットフォームを活用し、よりよいサービス
を提供できるような場にしていきたいと考えていま
す。

――最後に、改革に取り組む日本の読者にメッセー
ジをお願いします。
ビネイ氏：変革は難しく、終わりのないものです。
変革が終わったと思っても、その時には世界情勢や
技術動向が変わってしまっているということはよく
あることです。継続的に努力を続けていかなくては
いけないと思います。変革へのチャレンジは終わり
がないものなのです。

もし、カナダ政府が日本政府のお手伝いをできる
ようなことがあれば、いつでも声をかけていただき
たいと思っております。Good Luckと皆さんには
お伝えしたいです。

オフィスでのビネイ氏（カナダ政府提供）
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